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適用事業及び被保険者について

○雇用保険は、一部の事業（農林水産業の個人事業で常時５人以上を雇用する事業以外＝暫定任意
適用事業）を除き、労働者が雇用される事業を強制適用事業としている。【法５】

○雇用保険の適用事業（※１）に雇用される労働者を被保険者としている。【法４Ⅰ】

＜適用除外＞【法６】
① １週間の所定労働時間が２０時間未満である者
② 同一の事業主に継続して３１日以上雇用されることが見込まれない者
③ 季節的に雇用される者（短期雇用特例被保険者に該当する者を除く。）であって、４月以内の期間を定
めて雇用される者又は一週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満である者

④ 日雇労働者（※２）であって、適用区域（※３）に居住し適用事業に雇用される等の要件に該当しない者
⑤ 国、都道府県、市町村等に雇用される者
⑥ 昼間学生

※１ 労働者が雇用される事業（農林水産の事業のうち常時雇用する労働者の数が５人未満の個人事業は暫定任意適用事業）
※２ 日々雇用される者又は３０日以内の期間を定めて雇用される者
※３ 東京都の特別区若しくは公共職業安定所の所在する市町村の区域又はこれらに隣接する市町村の全部又は一部の区域で
あって、厚生労働大臣が指定するもの

機密性○
雇用保険の適用事業及び被保険者
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機密性○
基本手当

基本手当【法13】
○一般被保険者が失業した際、(ⅰ)(ⅱ)のいずれかに該当する場合に支給。
※ ４週間に１回、公共職業安定所において、失業状態にあることの認定を行う。

（ⅰ）一般被保険者が離職した場合

（ⅱ）倒産、解雇等による離職者又は有期労働契約が更新されなかったこと等による離職者で、
(ⅰ)の条件で受給資格を得られない場合

注）「この法律において「失業」とは、被保険者が離職し、労働の意思及び能力を有するにもかからず、

職業に就くことができない状態にあることをいう」（法４Ⅲ）

離職日１年前２年前

離職日から１年間に、被保険者期間が６ヶ月（※）以上必要

離職日１年前２年前

離職日から２年間に、被保険者期間が１２ヶ月（※）必要

※ 賃金の支払いの基礎となった日数が11日以上ある月を１月とし、11日未満である月は算入しない。（法14）

3



被保険者資格と被保険者期間との関係 ＜具体例＞

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

１ ２

８hの労働

３ ４ ５ ６

８hの労働

７

８ ９

８hの労働

10 11

８hの労働

12 13

８hの労働

14

15 16

８hの労働

17 18 19 20

８hの労働

21

22 23

８hの労働

24 25

８hの労働

26 27

８hの労働

28

29 30

８hの労働

31

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

１ ２ ３

８hの労働

４

５ ６

８hの労働

７ ８

８hの労働

９ 10

８hの労働

11

12 13

８hの労働

14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30

応当日

＜10月＞

＜11月＞

期間①

期間②

期間①は賃金の支払いの基礎
となった日数が11日未満で
あるため、被保険者期間に
算入されないこととなる。

１日８時間労働を週２日と
週３日で組み合わせ、１か
月の所定労働時間が88時
間と定められている労働者

受給資格確認へ

離職

一週間の所定労働時間が
20時間以上であるため、
被保険者となる。（※）

①

② ③ ④

⑤

⑥

⑦ ⑧ ⑨

⑩
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〇 働き方の多様化等により、ある一定の場合に限り、被保険者資格を満たす所定労働時間で実際に働いている場合
であっても、被保険者期間に算入されないような事例がある。

※ 所定労働時間が１か月単位で定められている場合は、
１か月の労働時間に52 分の12を乗じて得た時間を一週
間の所定労働時間とする。このため、当該事例では８
h×11日×12／52≓週所定労働時間20.3hとなる。



機密性○機密性○
基本手当

○支給日額及び日数は、それぞれ離職前賃金や年齢、離職理由等によって変わる。

① 賃金日額の年齢別上限額（令和元年８月１日～） 【法17】

② 基本手当の給付率【法16】

（60歳未満） （60歳以上65歳未満）

賃金日額 給付率 基本手当日額

2,500 - 5,010 円 80％ 2,000  - 4,008 円

5,010 - 12,330 円 80 - 50％ 4,008 - 6,165 円

12,330 - 16,670 円 50％ 6,165  - 8,335 円

年齢区分 賃金日額下限額 賃金日額上限額

30歳未満 13,630 円

30歳以上45歳未満 15,140 円

45歳以上60歳未満 16,670 円

60歳以上65歳未満 15,890 円

賃金日額 給付率 基本手当日額

2,500  - 5,010 円 80％ 2,000  - 4,008  円

5,010 - 11,090 円 80 - 45％ 4,008  - 4,990  円

11,090 - 15,890 円 45％ 4,990  - 7,150  円

2,500 円

基本手当日額 = 賃金日額 × 給付率
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機密性○機密性○

③ 給付日数（原則）【法22,23】

(ｲ) 倒産、解雇等による離職者（(ﾊ)を除く）

(ﾛ) 一般の離職者（(ｲ)又は(ﾊ)以外の者）

※ 有期労働契約が更新されなかったことによる離職者については、原則（ロ）の給付日数だが、
令和4年３月31日までは、暫定的に（イ）の給付日数となる。

(ﾊ) 就職困難な者（障害者等）

区分

被保険者であった
期間

１年以上
１０年未満

１０年以上
２０年未満

２０年以上

全年齢 90 日 120 日 150 日

区分

被保険者であった
期間

１年未満 １年以上
５年未満

５年以上
１０年未満

１０年以上
２０年未満

２０年以上

45 歳未満 300 日
45 歳以上 65 歳未満 360 日

区分

被保険者であった
期間

150 日

１年未満 １年以上
５年未満

５年以上
１０年未満

１０年以上
２０年未満

２０年以上

30 歳未満

90日

90 日 120 日 180 日 －

30 歳以上 35 歳未満 120 日 180 日 210 日 240 日
35 歳以上 45 歳未満 150 日 180 日 240 日 270 日
45 歳以上 60 歳未満 180 日 240 日 270 日 330 日
60 歳以上 65 歳未満 150 日 180 日 210 日 240 日

基本手当

区分

被保険者であった
期間

6



機密性○機密性○
基本手当

④ 給付制限期間 【法32,33】

(ｲ) 公共職業安定所の紹介する職業に就くことを拒んだとき又は公共職業安定所長の指示した公共職業訓練等
を受けることを拒んだときは、拒んだ日から起算して１か月間は、基本手当を支給しない。

(ﾛ) 正当な理由がなく公共職業安定所が行う職業指導を受けることを拒んだときは、その拒んだ日から起算し
て１か月を超えない範囲内において公共職業安定所長の定める期間は、基本手当を支給しない。

(ﾊ) 自己の責めに帰すべき重大な理由によって解雇され、又は正当な理由がなく自己の都合によって退職した
場合は、待機の満了の日の翌日から起算して１か月以上３か月以内の間で公共職業安定所長の定める期間は、
基本手当を支給しない。
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A事業所：所定労働時間14時間
B事業所：所定労働時間10時間
C事業所：所定労働時間５時間

の３事業所で勤務する65歳以上の労働者に対し、試行的に制度を導入した場合

○ 合算する事業所の数は、事業所の事務負担や意義に
照らして、２までとすることが考えられる。

マルチジョブホルダーに対する雇用保険の適用 考えられる枠組み（イメージ）

Ａ事業所 週・所定14ｈ

Ｂ事業所 週・所定10ｈ

8

Ｃ事業所 週・所定５ｈ

〇 AとBを合算して20時間以上であるため、
申し出により適用

〇 合算して20時間を下回るため
高年齢求職者給付金を支給

○ ２事業所の所定労働時間を合算する場合でも、合算
対象となる個々の所定労働時間に一定の基準（下限）
を設けることが考えられる。

○ 給付については、高年齢被保険者（65歳以上の通常の
被保険者）と同様とし、高年齢求職者給付についてのみ、
１事業所を離職した場合でも給付を行う。

例１）

A事業所
を離職

Ａ事業所 週・所定０ｈ

Ｂ事業所 週・所定10ｈ

Ｃ事業所 週・所定５ｈ

＜適用の場面＞ ＜給付の場面＞

A事業所：所定労働時間14時間
B事業所：所定労働時間10時間
C事業所：所定労働時間10時間

の３事業所で勤務する65歳以上の労働者に対し、試行的に制度を導入した場合

Ａ事業所 週・所定14ｈ

Ｂ事業所 週・所定10ｈ

Ｃ事業所 週・所定10ｈ

〇 AとBを合算して20時間以上であるため、
申し出により適用

〇 BとCを合算して20時間以上
であるため、引き続き適用

例２）

A事業所
を離職

＜適用の場面＞ ＜給付の場面＞

Ａ事業所 週・所定０ｈ

Ｂ事業所 週・所定10ｈ

Ｃ事業所 週・所定10ｈ

第135回雇用保険部会資料
資料１（抜粋、一部改変）



高年齢求職者給付金の概要

高年齢被保険者が失業した場合において、離職の日前１年間に被保険者期間が６月以上ある場合に
は、公共職業安定所において失業認定を行った上で、基本手当日額の一定日数分の一時金が支給さ
れる。

給付金の概要

被保険者であった期間 １年未満 １年以上

給付金の額 基本手当日額の30日分 基本手当日額の50日分

○ 65歳以上の被保険者

65歳以上の適用

高年齢被保険者
65歳以上で雇用保険を適用される者
（短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者
は除く）

６５歳

一般被保険者
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機密性○
高年齢雇用継続給付

高年齢雇用継続給付
基本手当を受給せずに雇用を継続する者に対して支給する「高年齢雇用継続基本給付金」と基本手当を受給した後再就職した者に対し

て支給する「高年齢再就職給付金」の二つの給付金がある。

① 支給対象者
(ｲ) 高年齢雇用継続基本給付金【法61】

被保険者であった期間が５年以上ある60歳以上65歳未満の労働者であって、60歳以後の各月に支払われる賃金が原則とし
て60歳時点の賃金額の75％未満となった状態で雇用を継続する高年齢者

(ﾛ) 高年齢再就職給付金【法61の２】
基本手当を受給した後、60歳以後に再就職して、再就職後の各月に支払われる賃金額が基本手当の基準となった賃金日額を
30倍した額の75％未満となった者で以下の要件を満たす者
a 基本手当についての被保険者であった期間が5年以上あること
b 再就職した日の前日における基本手当の支給残日数が100日以上あること
c 安定した職業に就くことにより被保険者となったこと

（注）同一の再就職について、再就職手当と高年齢再就職給付金
は併給されない。

賃金額＋給付額 

賃金額 

70.15% 
75% 

100% 

（注）パーセンテージは60歳時点の賃金に対する割合である。 

高年齢雇用継続給付

（０．１５Ｗ） 

賃金（Ｗ） 

61% 100% 75% 

② 給付額
60歳以後の各月の賃金の15％
※賃金と給付の合計額が60歳時点の賃金70.15％を超え75％未満の場合は
逓減した率【右図参照】
※賃金と給付の合計が月額36万3,359円を超える場合、超える額を減額

③ 支給期間
65歳に達するまでの期間
※①(ﾛ)は、基本手当の支給残日数200日以上は２年間、100日以上は
１年間）
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・高年齢雇用継続給付 初回受給者数 172,135人（H30年度）

平成１５年改正以前
（平成７年４月創設）

平成１５年改正
（同年５月施行）

給付率

賃金の原則２５％

※賃金と給付額の合計が60歳時賃金に比して
・80－85％：給付額は逓減
・85％以上：支給しない

賃金の原則１５％

※賃金と給付額の合計が60歳時賃金に比して
・70.15－75％：給付額は逓減

・75％以上：支給しない

（参考）主な制度変遷



高年齢雇用継続給付の支給状況高年齢雇用継続給付の支給状況

(注１)各年度の数値は、年度合計値である。
(注２)支給金額は業務統計値である。

初回受給者数 支給金額

前年度比 前年度比

平成21年度 222,292 11.3 142,429,168 14.1 

平成22年度 199,369 △10.3 154,719,011 8.6 

平成23年度 195,503 △1.9 171,147,002 10.6 

平成24年度 188,726 △3.5 174,502,765 2.0 

平成25年度 180,330 △4.4 173,355,454 △0.7

平成26年度 178,165 △1.2 173,713,743 0.2

平成27年度 178,861 0.4 172,446,776 △0.7

平成28年度 173,824 △2.8 171,905,109 △0.3

平成29年度 168,816 △2.9 174,545,829 1.5

平成30年度 172,135 2.0 176,890,376 1.3

(単位：人、千円、％)【年度別】 【月別】 (単位：人、千円、％)

初回受給者数 支給金額

前年比 前年比

平成29年11月
12月

12,263 
11,153 

3.1 
△ 7.7 

15,524,508 
14,325,716 

4.8 
4.8 

平成30年1月 10,064 △ 7.2 15,185,048 3.1 
２月
３月

10,140 
13,109 

△ 6.8 
△ 1.6 

14,087,491 
15,420,879 

3.5 
3.4 

４月 11,378 0.7 13,575,997 3.6 
５月
６月

19,528 
25,325 

△ 0.4 
△ 0.1 

15,047,362 
14,510,030 

3.2 
4.6 

７月 19,611 5.0 15,531,292 3.9 
８月 12,222 △ 4.7 14,553,283 5.0 
９月 11,451 △ 7.2 14,894,721 △ 1.9 
10月 11,353 △ 5.3 14,765,161 2.1 
11月 12,758 4.0 15,305,215 △ 1.4 
12月 12,320 10.5 14,213,738 △ 0.8 

平成31年1月 10,929 8.6 15,031,735 △ 1.0 
２月 11,590 14.3 14,210,282 0.9 
３月 13,670 4.3 15,251,562 △ 1.1 
４月 12,265 7.8 13,458,558 △ 0.9 

令和元年５月 19,956 2.2 15,294,377 1.6 
６月 26,186 3.4 14,558,919 0.3 
７月 20,758 5.8 15,844,080 2.0 
８月 12,276 0.4 14,480,950 △ 0.5
９月 11,491 0.3 15,356,643 3.1
10月 11,006 △ 3.1 14,591,911 △ 1.2
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高年齢雇用継続給付等に関する過去の主な意見①

○ 高年齢雇用継続給付については、改正高年齢者雇用安定法等を踏まえ、原則として平成２４年
度までの措置とし、激変を避ける観点から、その後段階的に廃止すべきである（同年度までに
６０歳に達した者を対象とする。）。

雇用保険部会報告書（平成19年１月９日）

○ 高年齢雇用継続給付については、平成１９年１月９日の雇用保険部会報告において、改正高年
齢者雇用安定法等を踏まえ、原則として平成２４年度までの措置とすべきこととされているが、
６０歳代前半層の雇用の状況を踏まえ、平成２５年度以降のあり方を改めて検討すべき

雇用保険部会報告書（平成21年12月28日）

○ 高年齢雇用継続給付については、平成１９年１月９日の雇用保険部会報告において、「原則と
して平成２４年度までの措置」とすべきとされたが、平成２１年１２月２８日の雇用保険部会報
告においては、「６０歳代前半層の雇用の状況を踏まえ、平成２５年度以降のあり方をあらため
て検討すべき」とされた。

○ 高年齢雇用継続給付については、制度の存在意義を問う意見がある一方で、制度の拡充等を図
るべきという意見もある。

高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用確保措置の義務年齢が平成２５年度に６５歳まで引
き上げられるが、高年齢雇用継続給付は、実態として労使間で広く定着し、高年齢者の雇用促進
に重要な役割を果たしているのが現状である。

○ こうした現状を踏まえ、雇用と年金の接続に資する観点も考慮し、高年齢雇用継続給付は当面
の間は存置することとし、今後の高齢者雇用の動向を注視しつつ、その在り方について改めて再
検証すべきである。

雇用保険部会報告書（平成24年１月６日）
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高年齢雇用継続給付等に関する過去の主な意見②

○ 高年齢雇用継続給付及び65歳以上への対処については、今後の高齢者雇用の動向や社会経済情
勢等を勘案しつつ、引き続き中長期的な観点から議論していくべきである。

雇用保険部会報告書（平成25年12月26日）

○ 高年齢雇用継続給付については、今後の高齢者雇用の動向や社会経済情勢等を勘案しつつ、引
き続き中長期的な観点から議論していくべきである。

雇用保険部会報告書（平成27年12月25日）

○ 高年齢雇用継続給付については、今後の高齢者雇用の動向や社会経済情勢等を勘案しつつ、引
き続き中長期的な観点から議論していくべきである。

雇用保険部会報告書（平成28年12月13日）
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機密性○
育児休業給付及び介護休業給付

（b）育児休業給付【法61の４】

① 支給対象者
１歳※１（子が１歳を超えても休業が必要と認められる一定の場合※２については最長で２歳に達するまで）未満の子を養育

するため育児休業をした被保険者であって、育児休業開始前２年間に、賃金の支払の基礎と
なった日数が11日以上ある月が通算して12か月以上ある者

※１ 当該労働者の配偶者が、子の１歳に達する日以前のいずれかの日において、当該子を養育するための休業をしている場合は、１歳２

か月。

※２ 『一定の場合』とは、保育所の申込みを行ったが利用できない場合や、子の養育を行っている配偶者が死亡した場合等

② 支給額
育児休業開始から６月までは休業開始時賃金の67％相当額、それ以降は休業開始前賃金の

５０％相当額を支給
※原則40％のところ、当分の間の暫定措置として給付率を引上げ
※賃金と給付の合計額が休業開始時賃金日額の80％を超える場合は、超える額を減額

（c）介護休業給付【法61の６】

① 支給対象者
家族の介護を行うため介護休業をした被保険者であって、介護休業開始前２年間に、賃金の

支払の基礎となった日数が11日以上ある月が通算して12か月以上ある者

② 支給額
休業開始時賃金日額の67％相当額を支給
※賃金と給付の合計額が休業開始時賃金日額の80％を超える場合は、超える額を減額

14
・育児休業給付 初回受給者数 363,674人（H30年度）
・介護休業給付 受給者数 18,531人（H30年度）



育児休業給付の支給状況育児休業給付の支給状況

(注1)初回受給者数は、基本給付金（平成22年4月1日以降の育児休業開始より、
職場復帰給付金と統合し、「育児休業給付金」として全額育児休業中に
支給している。）に係る最初の支給を受けた者の数である。

(注2)平成26年4月1日以降の育児休業開始より、給付率を育児休業開始から
６月までは67％（それ以降は50％）に引き上げた。

(注3)支給金額は業務統計値である。

初回受給者数 支給金額

男 女 男 女

平成21年度 183,542 1,634 181,908 171,153,523 629,903 170,523,620 

平成22年度 206,036 3,291 202,745 230,431,411 1,310,791 229,120,619 

平成23年度 224,834 4,067 220,767 263,111,959 1,945,456 261,166,504 

平成24年度 237,383 3,839 233,544 256,676,405 1,759,595 254,916,810 

平成25年度 256,752 4,170 252,582 281,072,650 1,942,186 279,130,464

平成26年度 274,935 5,473 269,462 345,720,437 3,152,831 342,567,606 

平成27年度 303,143 7,731 295,412 412,300,202 4,529,363 407,770,839 

平成28年度 327,007 10,411 316,596 450,343,708 5,649,855 444,693,852 

平成29年度 342,978 14,175 328,803 478,372,543 7,569,260 470,803,283 

平成30年度 363,674 18,687 344,987 531,237,726 10,303,493 520,934,233 

(単位：人、千円)(単位：人、千円)【年度別】 【月別】

初回受給者数 支給金額

男 女 男 女

平成29年11月 29,471 1,120 28,351 38,663,163 624,020 38,039,143 

12月 29,752 1,223 28,529 41,369,109 682,374 40,686,734 

平成30年１月 29,614 1,233 28,381 42,288,238 674,567 41,613,671 

２月 29,175 1,299 27,876 43,311,123 729,181 42,581,942 

３月 32,363 1,593 30,770 49,202,039 810,084 48,391,956 

４月 25,876 1,215 24,661 45,071,135 714,310 44,356,824 

５月 28,947 1,316 27,631 50,013,995 760,555 49,253,440 

６月 29,290 1,438 27,852 39,544,967 750,399 38,794,568 

７月 29,066 1,479 27,587 37,861,173 755,314 37,105,859 

８月 31,417 1,564 29,853 40,680,996 845,557 39,835,439 

９月 27,406 1,471 25,935 35,755,361 787,229 34,968,132 

10月 34,040 1,671 32,369 45,962,703 946,931 45,015,772 

11月 31,893 1,470 30,423 43,499,002 863,221 42,635,781 

12月 30,620 1,623 28,997 45,100,120 901,674 44,198,446 

平成31年１月 32,616 1,719 30,897 48,626,682 984,175 47,642,506 

２月 30,306 1,758 28,548 47,269,198 932,894 46,336,304 

３月 32,197 1,963 30,234 51,852,395 1,061,234 50,791,161 

４月 28,686 1,666 27,020 50,292,281 1,014,114 49,278,167 

令和元年５月 29,715 1,576 28,139 54,022,185 1,007,440 53,014,745 

６月 29,215 1,819 27,396 42,886,082 1,004,286 41,881,796 

７月 31,795 2,118 29,677 43,138,443 1,075,413 42,063,030 

８月 31,240 2,245 28,995 41,726,493 1,136,014 40,590,479

９月 29,956 2,328 27,628 40,074,999 1,142,404 38,932,594

10月 34,509 2,486 32,023 47,395,225 1,342,126 46,053,099
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受給者実人員（万人）

積立金残高（億円）

失業等給付に係る積立金残高及び受給者実人員の推移

補正予算案 予算案
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雇用保険料及び国庫負担の推移

失業保険 雇用保険

(昭22) (昭24) (昭27) (昭34) (昭35) (昭45) (昭50) (昭53) (昭54) (昭56) (昭57) (昭61) (昭63) (平4） (平5) (平10) (平13) (平14) (平15) (平19） (平21) (平22) (平23) (平24) (平27) (平28) (平29) (令元)

22 20 16 14 13 13 13.5 14.5 14 14.5 14 14.5 12.5 11.5 15.5 17.5 19.5 15 11 15.5 13.5 11 9

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

22 20 16 14 13 10 11 9 8 12 14 16 12 8 12 10 8 6
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(法改正) (弾力) (法改正) (法改正) (弾力) (法改正) (弾力) (法改正) (弾力) (法改正・ (法改正・ (法改正・

(注2) (注4) 弾力) 弾力)

(注7)

弾力)

(注8)

3.0 3.5 3.0 3.5 3.0 3.5 3.0 3.5 3.0

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1000

(法改正) (弾力) (弾力) (弾力) (弾力) (弾力) (法改正) (弾力)

1 1 22.5% 20.0% 14.0% 1 2.5%

3 4 (1/4 (1/4 (20.0% 4 (1/4 (注3､5) (1/4

×0.9)×0.55) ×0.8) ×0.7) ×0.55) ×0.1)

(注8)

雇 用 保 険 料

失業等給付
保険料率

（労使折半）

二事業
保険料率

（使用者負担）

国庫負担率
（基本手当）

13.75%

（注１）

（注６）

 （注１）農林水産業、清酒製造業及び建設業の失業等給付保険料率については労使双方1/1000ずつの上乗せがあり、また、建設業の二事業保険料率については、1/1000の上乗せがある。

 （注２）平成15年度法改正により、失業等給付の保険料率が16/1000とされたが、法律の附則により平成15年度及び16年度は暫定的に14/1000とされた。

 （注４）平成21年度の1年間に限り暫定的に引下げ。

 （注５）平成21年度二次補正において、3500億円を追加投入。

 （注３）平成4年度～平成12年度、平成19年度～の国庫負担は、「当分の間」の措置として、本来の国庫負担の所要額に一定の率（H４年度0.9、H5～9年度0.8、H10～12年度0.56、H19年度～0.55）を乗じて
　　　　得た額とされた。

 （注６）平成23年法改正により、失業等給付に係る法定の保険料率を平成24年度より14/1000に引き下げることとされた。また、国庫負担については、引き続き検討を行い、できるだけ速やかに、安定した財
　　　　 源を確保した上で暫定措置を廃止するものとするとされた。

 （注８）平成29年法改正により、失業等給付に係る法定の保険料率を平成29年度から令和元年度まで10/1000に引き下げることとされ、平成29年度から令和元年度まで国庫負担の額は本来の額の10％とされている。
 （注７）平成28年法改正により、失業等給付に係る法定の保険料率を平成28年度より12/1000に引き下げることとされた。



○ 経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）（抄）

第３章 経済再生と財政健全化の好循環
２．経済・財政一体改革の推進等
（２）主要分野ごとの改革の取組

①社会保障
（多様な就労・社会参加に向けた年金制度改革等）

雇用情勢はアベノミクス等の成果により引き続き安定的に推移していること等を踏まえ、消費税率引上
げ後の国民の所得環境にも配意し、雇用保険の積立金の積極的な活用と安定的な運営の観点から、雇用保
険料と国庫負担の時限的な引下げの継続等について検討する。
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19,618 

14,672 

13,772 

12,803 12,598 

13,496 

19,805 
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15,771 
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高年齢雇用継続給付 育児休業給付 介護休業給付 教育訓練給付

給付の種類ごとにみた給付額の推移

失業等給付支給総額（億円）

完全失業率（％）

（億円）

求職者給付等：景気状況に応じて変動

育児休業給付：景気状況にかかわらず一貫して増加

高年齢者雇用継続給付：景気状況にかかわらず一定の水準

（％）
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失業等給付費の今後の収支見込みについて
試算の前提

① 雇用情勢の前提
令和元年度以降の基本手当の受給者実人員については、平成30年度実績（約37万人）をベースとする。

② その他試算に当たっての前提
（収入関係）
・ 雇用保険料収入は、平成30年度決算をベースに、令和元年度の雇用保険料率を6/1,000とし、また、平成29年

改正において措置された軽減措置が令和2年度～3年度についても引き続き措置されたものと仮定して雇用保
険料率を6／1,000で据え置き、令和4年度以降はその措置が終了するものとして雇用保険料率を8/1,000とし
ている。

・ 64歳以上の者に係る雇用保険料の徴収免除に係る経過措置が令和元年度末をもって終了するため、令和2年
度以降にこの影響を加味している。

・ 失業等給付に係る国庫負担については、雇用保険料率と同様に暫定措置が2年間延長されたものと仮定し、令和
２年度～3年度までの国庫負担は本則の10/100とし、令和4年以降は雇用保険法附則第14条に基づく暫定措置に
より本則の55/100としている。

（支出関係）
・ 令和元年度以降の支出額については、平成30年度決算額を基本とし、平成30年度実績と比較して大きく変

動することが見込まれる育児休業給付と教育訓練給付については、変動を反映している。

・ また、失業等給付における各種手当の暫定措置は、法律どおり終了するものと仮定している。

・ なお、令和元年度以降の支出額について、予備費相当額（420億円：令和元年度予算ベース）及び今後の制度
改正にかかる影響は支出額に計上していない。

③ 育児休業給付にかかる収支を区分
・ 育児休業給付に充てる保険料収入として令和2年度以降の雇用保険料率のうち4／1,000相当額を充てること

とし、また育児休業給付に係る支出に対応する国庫負担を育児休業給付分の収入としている。

・ 育児休業給付に係る支出は、育児休業給付の支給額及び事務費を計上し、この収支による剰余を、今後の育
児休業給付の支出に充てるために必要な資金として積み立てるものとしている。
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（単位：億円）

【失業等給付の収支】
平成29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

決算 決算 見込み 見込み 見込み 見込み 見込み 見込み

収 入 10,881 11,242 11,180 3,962 3,962 8,411 8,411 8,411

支 出 16,402 17,155 17,720 11,936 11,969 11,912 11,874 11,846

う ち 基 本 手 当 5,762 5,725 5,725 5,725 5,725 5,682 5,682 5,682

差 引 剰 余 ▲5,521 ▲5,913 ▲6,540 ▲ 7,974 ▲ 8,007 ▲ 3,501 ▲3,462 ▲3,435

積 立 金 残 高 57,545 51,632 45,093 37,119 29,112 25,611 22,148 18,714

21

（単位：億円）

【育児休業給付の収支】
2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

見込み 見込み 見込み 見込み 見込み

収 入 7,580 7,587 8,013 8,058 8,107

支 出 6,454 7,008 7,610 8,265 8,978 

差 引 剰 余 1,125 579 403 ▲207 ▲871

資 金 残 高 1,125 1,704 2,107 1,900 1,029

失業等給付及び育児休業給付の財政運営試算



２ ＜
失業等給付費等

（（保険料収入＋国庫負担額）－失業等給付費等） ＋ 当該年度末積立金
保険料率

引下げ可能

（→ ｰ４/1000まで）

失業等給付に係る弾力条項（見直し前）

１．失業等給付に係る雇用保険料率は、原則12/1000（労使折半） （注）平成29年から令和元年度まで10/1000
２．財政状況に照らして一定の要件を満たす場合には、雇用保険料率を大臣が変更可能（弾力条項）
※ 積立金を好況期に積み立て、不況期に取り崩すことで景気変動による給付の増減に対応しつつ、機動的に保険料率の引上げ／引下げを可能とする

ことにより、過剰な積立や積立不足を回避して安定的な財政運営を可能とするもの。

３．今後、育児休業給付については、別途の保険料率及び資金を設置し、弾力条項の計算における全ての金額から除外

１ ＞
失業等給付費等

（（保険料収入＋国庫負担額）－失業等給付費等） ＋ 当該年度末積立金
保険料率

引上げ可能

（→ +４/1000まで）
注：国庫負担額及び失業等給付費等には求職者支援事業に係るものを含む。

雇用保険料率の弾力条項の見直しについて

22

２ ＜
失業等給付費等 － （景気変動によって影響を受けない給付の1年分）

（（保険料収入＋国庫負担額）－失業等給付費等） ＋ 当該年度末積立金 － （景気変動によって影響を受けない給付の1年分） 保険料率
引下げ可能

弾力条項の見直し：

（→ －4/1000まで）

１ ＞
保険料率

引上げ可能
（→ ＋4/1000まで）失業等給付費等 － （景気変動によって影響を受けない給付の1年分）

（（保険料収入＋国庫負担額）－失業等給付費等） ＋ 当該年度末積立金 － （景気変動によって影響を受けない給付の1年分）

注１：景気変動によって影響を受けない給付とは、教育訓練給付及び雇用継続給付をいう。
注２：国庫負担額及び失業等給付費等には求職者支援事業に係るものを含む。

景気変動によって影響を受けない給付については、分母・分子から１年分の給付額を除く。
（これにより、これら給付の１年分の給付を賄う積立金を留保した上で弾力倍率を計算）



労働保険特別会計（雇用勘定）の仕組み

雇用保険は、
① 労働者が失業してその所得の源泉を喪失した場合等に、生活及び雇用の安定並びに就職の促進のために失業等給付を支給する、
② 労働者が子を養育するために休業した場合に、生活及び雇用の安定のために育児休業給付を支給する、
③ 失業の予防、雇用状態の是正及び雇用機会の増大、労働者の能力の開発及び向上その他労働者の福祉の増進を図るための
雇用保険二事業を行う、

雇用に関する総合的機能を有する制度である。

見直し後の雇用保険制度について

保険料収入（雇用保険部分）
失業等給付

労働者・事業主からの保険料
（料率２/1,000）

育児休業給付
労働者・事業主からの保険料

（料率４/1,000）

雇用保険二事業
事業主からの保険料
（料率3/1,000）

失業等給付

雇用勘定

雇用保険二事業育児休業給付

積立金 雇用安定資金育児休業給付資金

国庫負担（一般会計）
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機密性○
見直し後の雇用保険制度の体系

*保険料は
2/1000を
労使折半（★）

*保険料は3/1000を
事業主負担

*保険料は★の内数

Ⅱ 就職促進給付（就業促進手当等）
国庫負担なし

Ⅰ 求職者給付

Ⅲ 教育訓練給付（教育訓練給付金等）
国庫負担なし

二 事 業 国庫負担なし

就職支援法事業 国庫負担1/2

雇用保険

雇用安定事業（雇用調整助成金、特定求職者雇用開発助成金、労働移動支援助成金等）

能力開発事業（人材開発支援助成金、職業能力開発施設の設置・運営等）

(d) 日雇労働求職者給付（日雇労働求職者給付金）

国庫負担1/3

(c) 短期雇用特例求職者給付（特例一時金）
国庫負担1/4

(b) 高年齢求職者給付（高年齢求職者給付金）
国庫負担なし

(a)  一般求職者給付（基本手当等）
国庫負担1/4

(b) 介護休業給付（介護休業給付金）
国庫負担1/8

(a) 高年齢雇用継続給付
（高年齢雇用継続基本給付金等）

国庫負担なし

Ⅳ 雇用継続給付

失 業 等 給 付

※ 平成19年度以降、国庫負担の額は、当分の間、本来の額の55％とされている。
また、平成29年度から令和元年度までの国庫負担の額は、 平成29年改正により、暫定的に本来の

額の10％とされている。（失業等給付に係る保険料率についても、同期間2/1000引き下げられている。）

育 児 休 業 給 付

*保険料は4/1000を労使折半

⇒今回の制度見直しにより、令和３年度まで暫定措置を延長

育児休業給付金 国庫負担1/8
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失 業 等 給 付 関 係 収 支 状 況
（単位：億円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

予算 補正 概算要求 概算決定

収 入 18,197 15,117 10,881 11,242 11,467 11,467 12,223 4,213 

うち保険料収入 16,771 13,746 10,587 10,879 11,164 11,164 11,927 4,008 

うち失業等給付に係
る国庫負担金

1,261 1,226 184 208 252 252 249 180 

うち就職支援法事業
に係る国庫負担金

53 43 5 5 6 6 6 6 

支 出 16,523 16,311 16,402 17,155 20,649 20,649 20,741 14,394 
(うち失業等給付費) (  15,030) (  14,838) (  14,988) (  15,727) (  18,550) (  18,550) (  18,589) (  12,481)

(うち就職支援法事業) (     279) (     231) (     191) (     156) (     169) (     169) (     154) (     158)

差 引 剰 余 1,674 ▲ 1,194 ▲ 5,521 ▲ 5,913 ▲ 9,183 ▲ 9,183 ▲ 8,517 ▲ 10,180 

積 立 金 残 高 64,260 63,066 57,545 51,632 42,450 42,450 33,932 32,269 

（注）１．令和元年度予算、２年度要求の「支出」には、予備費（元'予算：420億円、２'要求：500億円、２'決定：550億円）が計上されている。
２．令和２年度（概算決定）から育児休業給付費については失業等給付費と収支を区分することとしている。
３．積立金残高には、当該年度の決算の結果、翌年度において積立金として積み立てるべき金額が含まれている。
４．数値は、それぞれ四捨五入している。

育 児 休 業 給 付 関 係 収 支 状 況
（単位：億円）

令和２年度
概算決定

収 入 7,863 

うち保険料収入 7,755 

うち国庫負担金 86 

支 出 7,113 

(うち育児休業給付費) (   6,902)

差 引 剰 余 750 
育児休業給付資金残高 750 

（注）１．令和２年度から育児休業給付費については失業等給付費と収支を区分するとともに資金を創設することとしている。
２．数値は、それぞれ四捨五入している。
３．育児休業給付費については、令和元年度予算：6,685億円、令和２年度要求：6,739億円となっている。
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雇 用 保 険 二 事 業 関 係 収 支 状 況

（単位：億円）

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

予算 補正 概算要求 概算決定

収 入 6,149 5,359 6,245 5,892 5,787 5,787 6,149 6,067

支 出 3,894 4,366 4,517 4,796 6,297 6,298 6,836 6,921

差 引 剰 余 2,255 992 1,729 1,096 ▲ 510 ▲ 511 ▲ 686 ▲ 854

安定資金残高 10,584 11,576 13,305 14,400 13,890 13,889 13,203 13,035

（注） １．安定資金残高には、当該年度の決算の結果、翌年度において雇用安定資金として組み入れるべき額が含まれている。
２．数値は、それぞれ四捨五入している。
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（保険料収入－二事業に要する費用） ＋ 当該年度末雇用安定資金

二事業に係る保険料収入
1.5 ＜

（→ ｰ0.5/1000まで）

保険料率
引下げ

※ 30年度決算額による計算 ＝ ２．３８ → 令和２年度の保険料率を0.5/1000引下げ

雇用保険二事業に係る弾力条項

＜参考：労働保険の保険料の徴収等に関する法律第12条第８項＞

雇用保険料率の弾力条項について

１．雇用保険二事業に係る雇用保険料率は、原則3.5/1000（事業主負担）
２．財政状況に照らして一定の要件を満たす場合には、雇用保険料率を大臣が変更。（弾力条項）

８ 厚生労働大臣は、毎会計年度において、二事業費充当徴収保険料額と雇用保険法の規定による雇用安定事業

及び能力開発事業（同法第六十三条に規定するものに限る。）に要する費用に充てられた額（予算の定めるところ
により、労働保険特別会計の雇用勘定に置かれる雇用安定資金に繰り入れられた額を含む。）との差額を当該会
計年度末における当該雇用安定資金に加減した額が、当該会計年度における一般保険料徴収額に千分の三・五
の率（第四項第三号に掲げる事業については、千分の四・五の率）を雇用保険率で除して得た率を乗じて得た額の
一・五倍に相当する額を超えるに至つた場合には、雇用保険率を一年間その率から千分の〇・五の率を控除した率
に変更するものとする。
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